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Ⅰ はじめに―問題意識と研究課題― 
1973年の制定から数回の改正の後2000年に廃止された大規模小売店舗法（大規模小売店舗におけ
る小売業の事業活動の調整に関する法律）に代わり，大規模小売店舗立地法を中心としたまちづく
り三法が施行されて今年で８年目を終えようとしている。 
大規模小売店舗法の失敗を背景に，地域の実情に即したまちづくりを目指して制定・施行された
まちづくり三法であったが，施行後様々な問題点や不備が指摘されてきた上，中心市街地の空洞化
には一向に歯止めがかからず，近年見直しが進められたのである。そして2006年５月，まちづくり
三法の改正法案が成立し，2007年11月末日をもって全面的な施行にいたったのは周知の通りである。 
今回の法改正にも見られるよう，大規模小売店舗の出店に関する日本の法律は，規制の強化と緩
和という流れを繰り返しながら変化してきているのである。かくして，本論文では，まず大規模小
売店舗の出店に関する法規制の変遷を小売業の構造変化のデータと照らし合わせながらレビューし
た上で，これら法規制の評価枠組についての検討を加え，今後の法規制の方向性を示唆したいと考
えている。 
 
Ⅱ 大規模小売店舗に関する出店規制の変遷－百貨店法から大店立地法まで－ 
１．百貨店法１時代（1937年から1974年）と擬似百貨店問題 
第二次世界大戦前の日本において，当時唯一の大規模小売店舗として急速に成長した百貨店間の
競争激化や様々な営業・サービス競争の展開は，一般中小小売業を刺激し，百貨店に対する中小小
売業の反対運動が展開されることになる。反百貨店運動が社会問題，政治問題になるにつれ，百貨
店業界は日本百貨店協会を設立し自主規制を目的とした協定を締結する（1932年）が効果はあがら
ず，百貨店の営業活動を規制する法制化の流れから1937年の第一次百貨店法２の制定に至るのであ
る。そして第二次世界大戦後，独占禁止法の制定・施行とほぼ同時に GHQ（連合国軍最高司令
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部）の意向によって1947年に廃止されることになる。 
戦後の経済復興が軌道に乗り，朝鮮戦争の特需が経済成長・発展に拍車をかける中，消費意欲も
高まりを見せ，百貨店の再建や活動も活発化する。これら百貨店の急速な成長は再び中小小売業を
大きく圧迫することとなり，百貨店規制が再び社会・政治問題化し，1956年に百貨店法が復活，第
二次百貨店法３が制定されるのである。この第二次百貨店法では，第一条に「この法律は，百貨店
業の事業活動を調整することにより，中小商業の事業活動の機会を確保し，商業の正常な発達を図
り，もって国民経済の健全な進展に資することを目的とする。」と記されているとおり，中小小売
商の保護が目的であった。 
第二次百貨店法により百貨店の新規出店が強く規制される中，許可単位が企業であることから，
建物全体では同法の規制基準の面積を超える店舗であっても，建物を分割して各フロアごとに系列
の別法人が規制基準面積以下で経営するという出店形式を採用し，法の適用を免れるスーパーマー
ケット（以下，スーパー）が増加し，1950年代後半からの流通革命の時期に，低価格を訴求した
スーパーは高度成長を背景にして急成長を遂げ，小売業の中心的存在へと変わっていくのである。 
【表１】に示される年代別開設事業所割合に示される通り，第二次百貨店法が制定された当時は，
スーパーは規制対象に値しない程度のものであった。しかし，その後急速に成長し，特に店舗の大
型化が進み，百貨店と識別困難な大型スーパーも出現すると，中小小売商から大型スーパーは「擬
似百貨店」であるという非難が強まった。このように第二次百貨店法の網の目をかいくぐる出店方
式を採用した同法では規制できないスーパーの低価格および急成長は，中小小売業からの反対運動
を引き起こすと同時に，総合スーパーとしての発展が見られるようになると，第二次百貨店法の存
在意義も問われるようになった。これが「擬似百貨店問題」である。 
この「擬似百貨店問題」に対し，中小小売商からの非難だけではなく，百貨店側からも百貨店の
みが規制対象となるのは公平さの欠如した法律であるとの不満が高まり，双方から規制見直しが強
く求められたことから，第二次百貨店法のあり方やスーパーも含んだ新法の立案が検討され，結果
として，1973年同法は廃止され，代わって大規模小売店舗法（大規模小売店舗における小売業の事
業活動の調整に関する法律；以下，大店法）が制定されるのである。 
 
【表１】百貨店およびスーパ（総合スーパー・専門スーパー）の年代別開設事業所割合（％） 
 1954年 以前 
1955～ 
1964年 
1965～ 
1974年 
1975～ 
1984年 
1985～ 
1994年 
1995～ 
2004年 
百貨店 24.0 7.8 17.9 13.6 15.6 21.1 
総合スーパー 0.7 1.5 12.3 26.6 22.6 36.3 
専門スーパー 2.8 2.3 6.0 13.1 23.6 52.2 
【出所】『平成16年商業統計表 業態別統計編』より作成。 
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２．大店法時代（1974年から2000年） 
上述したように，擬似百貨店問題を契機に廃止された第二次百貨店法に代わって制定されたのが，
1973年に制定，翌1974年に施行された大店法である。大店法は，「この法律は，消費者の利益の保
護に配慮しつつ，大規模小売店舗における小売業の事業活動を調整することにより，その周辺の中
小小売業の事業活動の機会を適正に確保し，小売業の正常な発達を図り，もって国民経済の健全な
進展に資することを目的とする。」と第一条に規定されている通り，①消費者利益の保護，②中小
小売業の適正な事業機会の確保，③小売業の正常な発達の３つを目的とし，この目的を達成する手
段として，競争上優位な立場にある大規模小売店舗における小売業の事業活動を調整することとし 
 
【表２】第一次百貨店法から大店法廃止までの変遷 
1937年 （昭和12年） 第一次百貨店法制定 
1947年 （昭和22年） 第一次百貨店法廃止 
1956年 （昭和31年） 第二次百貨店法制定 
1973年 （昭和48年）
大規模小売店舗法制定 
 ①1,500㎡（政令指定都市などでは3,000㎡）以上の店舗面積が対象 
 ②公示の手続き以降６ヶ月で開店 
1974年 （昭和49年） 大規模小売店舗法施行，第二次百貨店法廃止 
1978年 （昭和53年）
第一次大店法改正 
 ①第一種：1,500㎡以上，第二種：500㎡以上1,500㎡未満 
 ②第３条届出の営業禁止期間の延長（６ヶ月→７ヶ月） 
1979年 （昭和54年） 第一次改正大店法施行 
1982年 （昭和57年） 大店法運用強化（通産省通達） 出店抑制地域の指定，抑制地域内の出店の自粛要請 
1989年 （平成１年） 「90年代流通ビジョン」において大店法の運用適正化を提案 
1990年 （平成２年）
大店法運用適正化措置 
 ①調整期限に上限（１年半）を設定 
 ②閉店時刻届出不要基準（午後６時→午後７時） 
1991年 （平成３年）
第二次大店法改正 
 ①第一種：3,000㎡（政令指定都市6,000㎡）以上， 
  第二種：500㎡以上3,000㎡未満 
 ②調整機関の上限を1年に短縮 
 ③地方自治体の独自規制を適正化 
 ④輸入品専門売場特例法の制定 
1992年 （平成４年） 第二次改正大店法施行（上記②は施行と併せて講じられる。） 
1994年 （平成６年）
改正大店法運用にかかわる規制緩和の実施 
 ①1,000㎡未満の店舗の出店は原則調整不要 
 ②閉店時刻（午後７時→午後８時） 
 ③年間休業日数（44日→24日以上） 
 ④年間60日を限度に閉店時間を１時間延長 
1997年 （平成９年）
産業構造審議会および中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申にお
いて，大店法の廃止，大規模小売店舗立地法制定による政策転換の必要性が示
される。 
1998年 （平成10年） 大規模小売店舗立地法（大店立地法）制定  ①1,000㎡以上の店舗面積が対象（政令で定める基準面積） 
2000年 （平成12年） 大店立地法施行，大店法廃止（６月） 
【出所】鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編（1997），pp.150-151を参考に加筆・修正。 
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ている。 
大店法における調整対象は，百貨店法の企業主義に代わり「建物主義」が採用された。建物内の
店舗面積の合計が1,500㎡（政令指定都市などでは3,000㎡）以上が調整対象となる大規模小売店舗
と規定されたのである。また，調整方法も許可制から事前審査付き届出制に改められたのも特徴で
ある。 
その後大店法は，2000年６月の廃止に至るまで，1970年代末からの規制強化・出店抑制といった
運用の厳格化（1978年の第一次大店法改正），1980年代末からの規制緩和への転換期を経て，1989
年９月から1990年６月まで開催された日米の貿易不均衡是正のための日米構造協議（Structural 
Impediments Initiative：SII）において，日本の流通機構が重大な非関税障壁であるとの批判から，
特に，輸入品を多く取り扱う大規模小売店舗の出店を規制する大店法が諸悪の根源とされ４規制緩
和が求められたのを契機に，1990年代に入ると規制緩和の進展（1991年の第二次大店法改正など）
というよう，数回にわたる法改正や運用改正が行なわれたのである。 
前節で述べた百貨店法時代から大店法の廃止に至るまでの変遷と主な改正点を整理したものが
【表２】である。 
前述したように，大店法の目的は，①消費者利益の保護，②中小小売業の適正な事業機会の確保，
③小売業の正常な発達であったが，実質的な主目的は②であった。 
【表３】および【表４】の小売店舗数の推移が示すよう，1982年に大店法の運用が強化されたに
もかかわらず，大店法が廃止されるまでの1999年に至るデータをみても，小売店舗数は1982年を
ピークに一貫した減少傾向にある。特筆すべき点は，減少傾向が顕著な店舗は，従業者規模の場合
は中小小売店舗（特に従業者４人以下），売場面積規模の場合は50㎡未満の零細小売店舗なのであ
る。その一方で，従業者規模50人以上の大規模小売店舗や，大店法の規制対象となる500㎡以上の
大規模小売店舗は一貫して増加しているのが現状である。この傾向は，【表５】の大規模小売店舗
数の推移からも明らかである。1982年の『商業統計表 大規模小売店舗統計編』の刊行からの大規
模小売店舗数（第一種および第二種の合計）を見ると，大店法が強化された1980年代も含めて一貫
して増加傾向にあり，特に，1991年の第二次大店法改正以降の規制緩和時期には大幅な増加を見せ
ている。 
つまり，大規模小売店舗は，大店法によって中小小売店舗に影響を及ぼす場合は，店舗面積の削
減や開店日を遅らせるなど出店を調整されてきたのだが，結果として中小小売店舗の減少には歯止
めがかからなかったのである。その理由としては，車社会への対応の遅れ，消費者のライフスタイ
ルの多様化，後継者難などの様々な要因が考えられるのであるが，中小小売業の事業活動の機会を
適正に確保することを目的とした大店法も，大規模小売店舗の出店抑制が必ずしもその目的を確保
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するのではなく，その役割に限界が出てきたのである。 
さらには，大規模小売店舗の増加により様々な社会的問題が生じたが，大店法の調整項目である
開店日・店舗面積・閉店時刻・年間休業日数等による調整では交通・環境問題等への対応に限界が
ある上，大店法の規制緩和を受けて1990年代の大規模小売店舗の郊外出店の急増は中心市街地の衰
退や空洞化を加速させ，中心市街地の活性化が急務となり，1998年，中心市街地活性化法，大規模
小売店舗立地法，改正都市計画法からなるまちづくり三法が制定されたのである。そして大店法は，
2000年６月の大規模小売店舗立地法（以下,大店立地法）の施行にともない廃止されるのである。 
 
【表３】従業者規模別の店舗数推移 (店)5 
1974年 1976年 1979年 1982年 1985年 1988年 従業者規模 
（昭和49年) （昭和51年) (昭和54年) (昭和57年) (昭和60年) (昭和63年) 
計 1,548,184 1,614,067 1,673,667 1,721,465 1,628,644 1,619,752 
1人～2人 967,185 999,622 1,022,103 1,036,046 940,023 874,377 
3人～4人 360,761 382,184 401,188 412,701 408,178 422,067 
5人～9人 158,218 165,852 175,951 187,898 190,434 214,046 
10人～19人 41,311 43,627 47,591 54,156 57,911 70,394 
20人～29人 10,115 11,113 12,943 14,776 15,340 19,186 
30人～49人 6,088 6,808 8,188 9,494 10,035 12,250 
50人～99人 2,962 3,282 4,021 4,519 4,764 5,362 
100人以上 1,544 1,579 1,682 1,875 1,959 2,070 
49人以下 1,543,678 1,609,206 1,667,964 1,715,071 1,621,921 1,612,320 
50人以上 4,506 4,861 5,703 6,394 6,723 7,432 
       
1991年 1994年 1997年 1999年 2002年 2004年 従業者規模 
（平成３年） （平成６年） （平成９年） （平成11年） （平成14年） （平成16年） 
計 1,591,223 1,499,948 1,419,696 1,406,884 1,300,057 1,238,049 
1人～2人 847,185 764,772 708,999 685,010 603,426 568,816 
3人～4人 416,940 370,944 350,306 317,169 297,583 284,060 
5人～9人 214,007 222,552 212,446 226,807 218,667 207,674 
10人～19人 71,905 89,628 93,463 111,939 114,755 112,380 
20人～29人 20,202 26,345 27,514 33,518 32,720 32,696 
30人～49人 12,850 15,655 15,802 18,365 17,992 17,477 
50人～99人 5,851 7,191 7,919 9,905 10,451 10,437 
100人以上 2,283 2,861 3,247 4,171 4,463 4,509 
49人以下 1,583,089 1,489,896 1,408,530 1,392,808 1,285,143 1,223,103 
50人以上 8,134 10,052 11,166 14,076 14,914 14,946 
【出所】『商業統計表』各年より作成。 
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【表４】売場面積規模別の店舗数推移 (店)6 
1979年 1982年 1985年 1988年 1991年 売場面積規模 
（昭和54年） （昭和57年） （昭和60年） （昭和63年） （平成３年） 
計 1,673,667 1,721,465 1,628,644 1,619,752 1,591,223 
10㎡未満 107,108 104,179 85,318 83,510 72,387 
10㎡以上20㎡未満 391,948 371,856 308,018 280,761 246,657 
20㎡以上30㎡未満 333,634 322,702 287,169 267,077 239,425 
30㎡以上50㎡未満 381,738 396,200 376,850 367,266 360,059 
50㎡以上100㎡未満 224,689 255,551 263,107 271,227 282,388 
100㎡以上200㎡未満 71,008 83,743 88,866 96,260 109,050 
200㎡以上500㎡未満 33,287 38,708 36,350 48,423 56,490 
500㎡以上1000㎡未満 8,441 8,913 8,161 8,408 8,799 
1000㎡以上1500㎡未満 2,862 3,730 3,400 3,888 4,358 
1500㎡以上3000㎡未満 1,458 1,526 1,910 2,047 2,269 
3000㎡以上 1,479 1,749 1,980 2,107 2,371 
なし・不詳 116,015 132,608 167,515 188,778 206,970 
      
1994年 1997年 1999年 2002年 2004年 売場面積規模 
（平成６年） （平成９年） （平成11年） （平成14年） （平成16年） 
計 1,499,948 1,419,696 1,406,884 1,300,057 1,238,049 
10㎡未満 63,247 55,381 56,257 52,121 45,562 
10㎡以上20㎡未満 210,746 182,116 179,554 156,368 140,670 
20㎡以上30㎡未満 210,755 186,765 178,669 155,122 145,113 
30㎡以上50㎡未満 332,695 303,352 296,554 263,561 249,367 
50㎡以上100㎡未満 285,099 276,836 269,254 250,587 242,657 
100㎡以上200㎡未満
（100㎡以上250㎡未満）
120,635 126,239 145,080 145,011 143,237 
200㎡以上500㎡未満
（250㎡以上500㎡未満）
65,787 71,515 54,703 48,531 45,845 
500㎡以上1000㎡未満 11,308 9,972 11,245 21,847 24,329 
1000㎡以上1500㎡未満 5,020 4,943 5,075 5,352 5,992 
1500㎡以上3000㎡未満 3,372 4,128 4,736 5,720 6,294 
3000㎡以上 2,944 3,535 4,070 4,642 4,973 
なし・不詳 188,340 194,914 201,687 191,195 184,010 
（注）1999年，2002年，2004年調査では，売場面積基準の境界が200㎡から250㎡に変更されているため
（ ）内の売場面積基準で算出した。また，1997年，1999年，2002年，2004年調査では，売場面積基
準が「3000㎡以上6000㎡未満」「6000㎡以上」の2区分で調査されているため，それらの合計を「3000
㎡以上」として算出した。 
【出所】『商業統計表』各年より作成。 
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【表5】大規模小売店舗数の推移 
13,124 13,286
14,632 15,511
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（％）
大規模小売店舗数 前回比
 
（注）1999年調査において事業補足を行なっており，前回比については時系列を考慮したもので算出し
ている。 
【出所】『平成11年度商業統計表 大規模小売店舗統計編』より作成。 
 
３．まちづくり三法時代（2000年から）―改正まちづくり三法まで― 
［１］まちづくり三法とは 
中心市街地の衰退・空洞化という実情を受け，大店法が果たしていた大規模小売店舗の出店調整
にとどまらない総合的なまちづくりや環境問題への対応という観点から，地域の実情にあった調整
政策を行なうことを目的として制定されたのがまちづくり三法である。 
まちづくり三法は，大店法に代わる新法として1998年５月に制定された生活環境への影響など社
会的規制の側面から大規模小売店舗出店の新たな調整の仕組みを定めた「大規模小売店舗立地法」
（以下，大店立地法）とゾーニング（土地の利用規制）を促進するための「改正都市計画法」，空
洞化する中心市街地の再活性化を支援する「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活
性化の一体推進に関する法律」（以下，中心市街地活性化法）からなる７。 
この３つの法律が，各々の役割を発揮しながら連携運用されることで，中心市街地の空洞化問題
を解決し，地域全体の活性化を促進することが期待されたのである。三法の概要は，【表６】にま
とめられる。 
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【表６】まちづくり三法の概要 
法 律 名 改正都市計画法 大店立地法 中心市街地活性化法 
公 布 日 平成10年５月29日 平成10年６月３日 平成10年６月３日 
施 行 日 平成10年11月20日 平成12年６月１日 平成10年７月24日 
目  的 
地域の実情に的確に応じたま
ちづくりを進め，都市計画に
おける地方分権の推進を図
る。 
大規模小売店舗による周辺生
活への影響を緩和するための
社会的規制を実施する。 
空洞化の進行している中心市
街地の活性化を図る。 
概  要 
その種類・目的に応じて，特
別用途地区を市町村が柔軟に
設定できる。（例えば，大規
模小売店舗出店立地の可否を
色分けすることも可能。） 
地方自治体が個別ケースごと
に，地域の実情に応じた運用
を行えるようにする。 
 
調整対象は店舗面積1000㎡超
の大規模小売店舗。 
 
調整対象事項は，地域社会と
の調和・地域づくりに関する
事項（駐車・駐輪，騒音，廃
棄物など）。 
 
「市街地の整備改善」「商業
等の活性化」を柱とする総合
的・一体的な対策を連携して
推進する。 
 
市町村が「基本計画」を作成
する。 
 
「基本計画」にそって TMO
（中小小売業の高度化を推進
する機関：タウンマネジメン
トを行う機関）などが作成す
る事業計画を国が認定し，支
援を実施する。 
運用主体 市町村 都道府県および 政令指定都市 市町村 
【出所】南方（2005），p.145に一部加筆。 
 
［２］大店立地法とは 
大店立地法は，産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議が，1997年
（平成９年）にとりまとめた答申において示された「大規模小売店舗を巡る政策転換」という提言
に従って制定・公布された法律である。 
同法は，その第一条に「この法律は，大規模小売店舗の立地に関し，その周辺の地域の生活環境
の保持のため，大規模小売店舗を設置するものによりその施設の配置及び運営方法について適正な
配慮がなされることを確保することにより，小売業の健全な発達を図り，もって国民経済および地
域社会の健全な発展並びに国民生活の向上に寄与することを目的とする」とあるよう，大店法が競
争調整型の経済的規制であったのに対し，地域社会との調和や環境問題への対応という観点から大
規模小売店舗の立地・出店を計画的に規制する社会的規制である点が大きな特徴である。 
大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき調整対象項目は，地域社会との調和・地域づくりに関
する事項であり，具体的には①交通渋滞（通行利便性の確保），②駐車場・駐輪場，③防災対策，
④騒音，⑤廃棄物・リサイクル，⑥街並みづくりなどであり，大店法が認可制であったのに対し， 
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【表７】大店立地法第5条第1項（新設）届出数の推移 
2000年度 
（6月～3月） 
2001年度
（4月～3月）
2002年度
（4月～3月）
2003年度
（4月～3月）
2004年度
（4月～3月）
2005年度
（4月～3月）
2006年度 
（4月～3月） 
2007年度 
（4月～11月） 
193件 450件 638件 786件 738件 727件 730件 496件 
【出所】経済産業省「大店立地法届出件数表」８より作成。 
 
大店立地法は届出制である点も大きな違いである。 
大店法廃止前における駆け込み出店の反動などを除けば，大店立地法の第5条第1項の規定による
新設の届出状況は，近年はあまり変化がないものの【表７】が示すとおり大店立地法施行後は増加
している。 
大店立地法の施行により，大規模小売店舗やショッピングセンターの開発や開業が大店法時代と
比較すると容易となり，結果として全国的に大規模な駐車場を併設した郊外型ショッピングセン
ターの出店が進んでいったのである。 
 
［３］まちづくり三法改正 
中心市街地の衰退や空洞化に歯止めをかけ，中心市街地の活性化を急務として制定されたのが，
中心市街地活性化法，大店立地法，改正都市計画法からなるまちづくり三法であった。しかし，現
実には，大規模小売店舗の進出による税収や雇用の増加を期待して誘致をすすめる市町村も多く，
首都圏，中部圏，近畿圏の大都市を除き，その後も中心市街地の空洞化には歯止めがかからず，ま
たこれら三法の不備も指摘されていた。しかも，郊外地域での開発の進展につれて消費者が中心市
街地から流出し，商業施設のみならず，病院や学校などの公共公益施設までもが立地しやすい郊外
に移転するようになったため，人口減少および少子高齢化社会に備えて政府は，都市機能の郊外拡
散を抑制し，住宅，病院，商業施設などの様々な都市機能を中心市街地に集約させる欧米の一部で
定着する「コンパクトシティ構想」を打ち出したのである。 
今回の改正の対象は，大店立地法をのぞく9中心市街地活性化法と改正都市計画法の二法であっ
た。2000年６月の大店立地法施行により，まちづくり三法は全面的施行にいたるが，特に大手小売
業の郊外化の進展による中心市街地の衰退・空洞化が問題化し，その実効性などを疑問視する声が
高まり，それに対し，2004年９月より産構審・中政審合同会議（正式には，産業構造審議会流通部
会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議）で大店法からまちづくり三法への政策
転換以降の小売業を巡る環境変化を踏まえ，その間の関連施策について調査審議が行われ見直し議
論が開始されたのである。その結果，2006年５月，改正中心市街地活性化法と再度の改正都市計画
法が成立したのである。 
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3-1 中心市街地活性化法の改正10 
2006年5月に改正が行われ，2006年８月末に施行された。今回の法改正は，「商業，業務，居住等
の都市機能が集積し，まちの顔とも言うべき地域である中心市街地の衰退が進みつつあるため，現
行の中心市街地活性化法に基づき，中心市街地が地域の経済及び社会の発展に果たす役割をかんが
み，中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するために
定める（一部省略）」とされ，経済産業省，国土交通省，総務省，農林水産省など８府省庁の共同
管轄体制がとられている。 
今回の改正法律案の主な概要は，以下の通りである。 
１．名称が中心市街地活性化についての基本的性格を反映するため，「中心市街地の活性化に関
する法律」と変更 
２．基本理念，責務規定の創設（中心市街地活性化についての基本理念の規定，国，地方公共団
体および事業者の責務規定の創設） 
３．国による「選択と集中」の強化（中心市街地活性化本部の設置，内閣総理大臣による基本計
画の認定制度の創設） 
４．民間主導による多様な主体の参画（多様な民間主体等により組織される中心市街地活性化協
議会の法制化） 
５．支援措置の大幅な拡充（大規模小売店舗立地法の特例の創設など） 
６．特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法の廃止 
改正中心市街地活性化法施行後約1年が経過し，2007年２月８日に認定第一号となった青森市，
富山市にはじまり，現在（2007年12月末）までに24地域の基本計画が認定されている。 
 
3-2 改正都市計画法の改正 
2006年５月末に公布，2007年11月30日に全面施行11され，「改正まちづくり三法」が整った。今回
の改正都市計画法の一番の改正点は，大規模小売店舗の郊外出店制限である。都市機能の郊外への
拡散を抑制するために，延べ床面積が10,000㎡を超える大規模集客施設12の郊外出店を現行の６地
域から３地域に限定することで立地規制を厳格化し，従来は出店が可能であった「工業地域」「第
二種住居地域」「準住居地域」の３つの用途地域への出店を原則的に禁止，「近隣商業地域」「商業
地域」「準工業地域」の３地域に限定し，郊外立地を大幅に規制するものである。また，改正中心
市街地活性化法との関連で，改正都市計画法では規制対象外の「準工業地域」で独自規制する自治
体も増加している13。 
今回の法改正により，大規模小売店舗に対する出店規制は規制強化という流れに再び戻り，11月 
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【表８】改正都市計画法による大規模集客施設の出店規制対象地域の変更 
（延べ床面積10,000㎡超が対象） 
種別 改正前の出店規制 改正後の出店規制 
市街化区域（用途地域）   
   第１種低層住居専用地域 × × 
   第２種低層住居専用地域 × × 
   第１種中高層住居専用地域 × × 
   第２種中高層住居専用地域 × × 
   第１種住居地域 × × 
   第２種住居地域 ○ × 
   準住居地域 ○ × 
   近隣商業地域 ○ ○ 
   商業地域 ○ ○ 
   準工業地域 ○        ○（注１） 
   工業地域 ○ × 
   工業専用地域 × × 
市街化調整区域      原則×（注２） × 
非線引き都市計画区域の白地地域 ○ × 
準都市計画区域の白地地域 ○ × 
農地・農業振興地域 
（市街化調整区域など市街化区域外） 転用後○ 
農地転用許可制度の厳格化
（×） 
（注１）３大都市圏と政令指定都市を除く地方都市では，改正中心市街地活性化法に基づく基本計画の認定を
受けるためには特別用途地区制度を活用し，立地を規制することが条件。 
（注２）20ヘクタール以上の計画的な大規模開発は例外的に許可。 
【出所】『日経流通新聞』（2007年１月１日および2007年11月30日）より作成。 
 
の改正法施行以降は，郊外への出店が大幅に制限される。今回の改正による出店規制の変更は【表
８】の通りである。 
今回の改正による厳格化により，大店立地法施行後に出店が続いた大規模小売店舗（特に巨大
ショッピングセンター）の出店は抑制されると考えられる。しかしながら，今回の改正への対応と
して，法律をクリアする１つの方法として，10,000㎡以下の店舗が集結する「モザイク型ショッピ
ングセンター」を展開したり，小売各社は出店規制が従来どおりである10,000㎡以下の店舗開発に
軸を移し，生活必需品を中心とした近隣型ショッピングセンターが増えることも予想される。一方
で，中心市街地の衰退には，後継者問題などの構造的な問題が引き続き存在することも事実である。
つまり，当初の法改正の目的が達成され，今回の規制強化で市街地の衰退が防げる保証はないとい
うのが現状であるため，小売の構造変化や特に中心市街地に対するその影響に関しては今後の継続
的検討が必要である。 
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Ⅲ 流通政策の評価枠組 
１．経済政策としての流通政策 
前章までに述べてきた百貨店法，大店法，大店立地法を中心とするまちづくり三法などの流通政
策はいうまでもなく，国や地方公共団体などの公共部門が担う流通部門に対する公共政策である。
公共政策は，対象や目的によって経済政策，社会政策，外交政策など分けられ，流通政策は経済政
策に属するものである。経済政策の目的は，「人々の生活をよりよいものにすること」にあり，経
済学では「よい状態」とは「経済厚生が大きい状態」と定義される14。経済政策の究極的な目的と
して，国民の厚生の最大化であり，この目的を達成するための手段として，効率性と公正性がある。
さらには，この効率性や公正性を達成する手段として，経済成長政策，経済安定政策，競争政策，
環境政策，資産・所得の再配分政策，福祉政策がある15。 
そして流通政策の大部分は，経済政策の中でもミクロ経済政策（個別の経済的機能や産業組織，
企業活動などを対象にした政策）であり，その目的は，流通の「望ましい状態」を達成することだ
が，この「望ましい状態」とは何か，つまり流通成果の評価枠組を吟味することが重要である。 
 
２．流通成果の評価枠組 
流通政策の主要な価値基準は，その目的である流通の「望ましい状態」が達成されているか否で
あり，一般的に流通の効率性（efficiency）と有効性（effectiveness）であると指摘されている16。 
小売業における成果は多次元の構成概念であり，総計としての小売成果を洞察できる計量可能な
尺度を有してはいないが，Stern and El-Ansary（1996）と Goldman（1992）などにおいて，マーケ
ティングチャネルとマーケティング機構（組織）の成果尺度として，有効性（effectiveness），効率
性（efficiency），公正性（equity）が挙げられ，各成果尺度について整理されている。 
【図１】は，全体的なチャネル・パフォーマンスに対して，これら有効性・効率性・公正性の
“３E´s”がマクロレベルで如何に寄与しているかを示していて，さらに各尺度について以下のよ
うに定義されている17。 
まず有効性は，消費者から要求されたアウトプットを可能な限り費用効果が高い状態で供給する
広範囲にわたるチャネルの能力と定義されている。そして，供給は，消費者から要求されるアウト
プットに対して，チャネルメンバーがどの程度効果的にその需要を満たすことができるかという短
期的かつ目的志向の尺度であり，刺激は，アウトプットに対する需要が最適な水準に達するように，
チャネルメンバーが潜在的な需要をどの程度効果的に刺激するかという長期的かつ目的志向の尺度
である。 
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【図１】マーケティングチャネルにおける成果尺度 
（Performance measures in marketing channels） 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】Stern and El-Ansary（1996），p.448, FIGURE 10-1. 
 
次に公正性は，不利な条件もしくは地理的に隔離された消費者というような問題を抱えた市場や
市場セグメントに対して，マーケティングチャネルが対応できる程度（範囲）である。公平性は，
その国の全メンバーがその国に存在するマーケティングチャネルの使用機会とマーケティングチャ
ネルへの接近可能性を同様に有している程度を意味する。 
最後に効率性は，特定の成果を達成するために，社会的資源がどの程度費用効果が高く使用され
ているかに言及するものである。生産性は，使用もしくは費やされた資源やインプットからアウト
プットが生成される効率性を意味し，本質的に，生産性は，物理的効率性の尺度である。一方，収
益性は，投資収益率，流動性，レベレッジ（借入金依存度），収益その他における成長パターンや
潜在成長力に関するチャネルメンバーの財務的効率性の包括的尺度である。 
同様に，Goldman（1992）では，流通システムの成果の分析枠組は【図２】のように示されている。 
【図１】の Stern and El-Ansary（1996）および【図２】の Goldman（1992）に示された流通成果
の評価枠組から明らかなように，一般的な評価枠組としては，有効性，効率性，そして公平性の３
つの尺度が挙げられる。しかし，これら３つの尺度および各尺度の構成概念のうち，いずれが重視
され成果が評価・決定付けられるかは，経済的あるいは社会的な事情によって異なってくるのが現
実である。 
第Ⅱ章で整理してきた第一次百貨店法から現在の改正まちづくり三法に至るまで，大規模小売店
舗に関する出店規制の変遷の歴史を見ると，規制の強化と緩和の繰り返しであることが分かる。つ
まり，その都度，政策のもたらした結果（つまり成果）が評価され，修正等が繰り返されてきたこ
とになる。有効性，効率性，そして公正性という３つの尺度全ての基準を満たす政策成果が得られ 
成果の尺度 
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【図２】流通システムの成果分析の枠組18 
Framework for Analyzing Performance of Distribution System 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出所】Goldman（1992）p.21, FIGURE 1. 
 
る政策策定が理想的なのだが，それは現実問題として不可能であるため，継続的にその時々の経済
的・社会的事情に照らし合わせ，上述した多元的な成果尺度に基づいて評価・修正等が行なわれな
くてはならない。 
 
Ⅳ おわりに―要約と課題― 
日本の小売構造の変化を考える上で，小売業の出店に関する規制は重要な要因であり，特に大規
模小売店舗の出店規制の変遷や具体的内容に関しては今までも多くの研究がなされてきた。本論文
では，現在の大型化の進展という小売構造の変化と出店規制との因果関係を考察する前提として，
必要最低限の出店規制の変遷と内容について整理をした上で,その変遷をもたらした政策評価は如
何なる枠組でなされるべきかという評価枠組についてレビューを行なった。 
しかし，前章で述べたとおり，政策の評価は，一般的な評価枠組として有効性，効率性，公平性
の３つの尺度が挙げられるものの，いずれの側面や構成概念が重視されるかは，経済的あるいは社
成果 
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会的な事情によって異なり，計量的に分析し包括的な評価を下すのは非常に難しい問題である上，
全ての評価尺度を満たす政策を策定することは不可能に等しいのが現実である。 
しかしながら，成果を評価する尺度や構成概念という枠組および具体的内容については本論文に
おいて提示・整理した。それを基に，次稿において，具体的な事例や数値を用いながら本論文で提
示した評価枠組に照らし合わせ，大規模小売店舗の出店に関する規制と大型化の進展という構造変
化の関連を分析していく。 
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《注》 
１ 百貨店法は，戦前と戦後の二度にわたり制定される。戦前・戦後の百貨店法を区別するため，一般に，戦
前に制定されたものは第一次百貨店法，戦後に制定されたものは第二次百貨店法と呼ばれる。 
２ 第一次百貨店法は，中小小売商保護の観点から，百貨店と中小小売商との競争調整を目的とするとともに，
百貨店同士の過当競争を調整するという目的も担っていたため，百貨店の開業，支店・出張所等の設置，
売場面積の拡張，出張販売などを主務大臣（当時は商工大臣，現在の経済産業大臣に該当）の許可制とす
るとともに，閉店時刻と休日日数を法で定めた。また，同法によって百貨店は店舗面積1,500㎡以上（６
大都市では3,000㎡以上）の小売業と定義され，この基準はその後の調整政策においても基本的部分で踏
襲されることになった（渡辺（2007）pp.154-155）。 
３ 第二次百貨店法は，第一次百貨店法と同様に，開店や支店・出張所等の設置，売場面積の拡張，出張販売
などに許可制をしき，閉店時刻と休日日数を定めたが，第一次百貨店法では許可単位が建物単位とされて
いたのに対し，第二次百貨店法では企業単位とされた。店舗面積の基準は，第一次百貨店法と同様で，
1,500㎡以上（指定都市では3,000㎡以上）とされている（同上，p.156）。 
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４ 日米構造協議は「日本経済に存在すると考えられる，市場閉鎖的な構造障壁」を除去しようとする協議
だったといえ，日米が「相互に」相手国の経済構造問題について改善すべき点を指摘し，解決を図ろうと
したものであった。アメリカ側は，６項目の協議事項（貯蓄・投資パターン，土地利用，流通，排他的取
引慣行，系列関係，価格メカニズム）を日本側に突きつけ，その中で，特筆すべき項目は，流通，排他的
取引慣行，系列関係など，ミクロ経済的な構造問題であった。流通の問題に関して，アメリカ側は，「大
規模小売店舗は，一般的には，輸入品を多く取り扱うはずだが，日本政府がそうした大規模小売店舗を作
らせないのは，輸入品を取り扱わせたくないからである」との議論を展開し，大店法が日本の製品輸入を
阻害してきたと主張したのであった（河合・武蔵・八代（1995），pp.187-191）。 
５ 1999年（平成11年）および2004年（平成16年）は簡易調査である。【表４】の調査も同様である。 
６ 本論文において売場面積規模別のデータとして1979年（昭和54年）以降を用いるのは，『商業統計表』に
おける売場面積は「商店が商品を販売するために実際に使用している延べ床面積」とされるが，その取扱
い範囲が1979年調査から変更されているためである。1976年調査以前は，①売場，売場間の通路，ショー
ウィンド，ショールーム等，サービス施設，承り所等，物品加工修理場，および②階段，エスカレータ，
エレベータ，食堂，喫茶室，休憩室，公衆電話室，便所，連絡通路，文化催場が売場面積としての範囲で
あったが，1979年調査以降は①のみに変更されたのである。 
７ まちづくり三法の枠組では，まず大規模小売店舗の新規出店可否が，改正都市計画法のゾーニングにより
決められ，立地可能（出店可能）となれば，次に大店立地法で立地と生活環境への影響の観点からチェッ
クをして統制することになる。 
８ 平成20年1月4日現在公表・掲載されている，大店立地法の届出状況について（平成19年11月末）の数値よ
り作成。詳しくは，経済産業省商務情報政策局流通政策課の下記ホームページを参照のこと。 
 （http://www.meti.go.jp/policy/distribution/data/todokede.html） 
９ 大店立地法は，法改正は行なわれなかったが，指針の改定が２回行われた。 
10 詳細は，下記ホームページ（首相官邸中心市街地活性化本部）を参照のこと。 
   中心市街地活性化に関する法律 
     （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kankeihourei1.pdf） 
   中心市街地活性化に関する法律施行例 
     （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kankeihourei2.pdf） 
   中心市街地活性化に関する法律施行規則 
     （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kankeihourei3.pdf） 
   閣議決定 中心市街地の活性化を図るための基本的な方針 平成18年９月８日および一部変更 
     （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kettei/060908kihon.pdf） 
     （http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/kettei/071207kihon.pdf） 
11 改正都市計画法は2006年５月成立以降，既に一部が施行されていたが，進行中の出店計画に配慮して，出
店規制部分の施行を遅らせていた。 
12 大規模集客施設は，床面積10,000㎡超の店舗，飲食店，劇場，映画館，アミューズメント施設，展示場等
を指す。従来の規制対象は物販店のみが対象であったため，規制対象が広がったことになる。 
13 2006年10月に福島県が施行した「商業まちづくりの推進に関する条例」で店舗面積6,000㎡（もしくは床
面積10,000㎡）以上の郊外出店を規制したのに続き，熊本県，北海道，兵庫県，京都府など（兵庫のみ床
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面積6,000㎡超，他は10,000㎡超）では条例ではないが，独自のガイドラインを設け調整している。その
後も福岡県は都市計画のゾーニング構想を取り入れた集客施設の立地基準「大規模集客施設の立地ビジョ
ン」を策定した。福井県，新潟県，岩手県も立地規制に取組み，そして最近では仙台市も条例づくりの検
討を開始している（2007年12月現在）。その他，市町村が個別の大型商業施設開発を拒否するなど，面積
調整する案件も増えている。 
14 岩田・飯田（2006），p.2。 
15 酒井・寺本・村上・吉田（2002），pp.8-9。 
16 流通の効率性概念は，流通機構の構成員が流通活動の遂行のためにどれだけ人的および物的な資源を投入
しており，それに対してどれだけの成果（産出）が得られたかという形で測定することになる。また，産
出については，量的側面だけを見るだけではなく，単純には数値化できない質的側面からの評価も必要と
なり，これが第二の評価基準としての流通の有効性概念であり，そこでは，流通の構成員間の競争の公正
性や配分の平等性がどれだけ確保されているか，消費者がどれだけ便利に快適に買物が出来る環境におか
れているか（消費者満足）というようなことが指標となる（渡辺（2007）pp.14-16）。 
17 Stern and El-Ansary（1996），pp.448-449. 
18 各項目に関する詳細な説明は，Goldman（1992）pp.20-29を参照のこと。 
 
（2008年１月８日受理） 
 
